
令和８年10月

（１）森林経営管理制度関係事業

うち当該年度の
森林環境譲与税

（千円）

うち基金取崩額
（千円）

うち他の財源
（千円）

① 意向調査の準
備作業、森林整
備の準備作業

森林経営管理
事業

2,592,693 2,592,330 363
森林経営管理事業推進
のための事務費等

森林経営管理制度に係る事務を
遂行しました。

② 意向調査、集
積計画等作成

集約化区域施
業計画策定事
業

748,000 748,000 0
意向調査に繋げるため
の森林の集約化計画策
定の検討

意向調査対
象地の森林
境界推測図
作成
Ａ＝50ha

② 意向調査、集
積計画等作成

森林施業意向
調査業務

13,816,000 13,816,000 0

意向調査、次年度意向
調査に向けた予備調
査、集積計画作成のた
めの詳細調査

意向調査
38.81ha
意向確認
37.80ha

境界明確化
18.37ha

森林経営管理制度に基づく森林
整備を進めるため、山林所有者
に対して意向調査を進めまし
た。

② 意向調査、集
積計画等作成

地域林政アド
バイザー業務

3,135,000 3,135,000 0

集約化方針等の課題対
応のため、専門的な知
見と豊富な経験を有す
る地域林政アドバイ
ザーの活用

集約化会
議：12回

その他打合
せ：多数

意向調査対象地の選定等のため
年間通じて会議等を実施し、事
業の促進を図りました。

③ 私有林整備
里山整備促進
事業

7,204,951 7,179,000 25,951
地域が行う未整備森
林・放置竹林の整備に
対する支援

整備個所数
９カ所

講師派遣等
８回

未整備森林・竹林整備に取り組
む地域活動に対し、初期整備や
講師派遣等の支援を行い、継続
的な整備を促進しました。

③ 私有林整備
森林経営管理
事業森林整備
業務

2,431,000 2,431,000 0

森林経営管理制度に基
づき締結した協定によ
る森林整備、Ｊ－クレ
ジット登録に伴う森林
整備の実施

間伐
0.93ha

森林経営管理制度に基づく森林
整備を進めました。

③ 私有林整備
架線集材社会
実装調査業務

5,984,000 5,984,000 0

路網整備が困難な箇所
における、保育間伐か
ら架線集材による搬出
間伐への転換支援につ
いて調査（令和６年度
からの繰越事業）

施業面積
3.93ha
出材積
2,736㎥

調査結果等に基づき、架線集材
に対する支援制度を確立しまし
た。

⑥ 林道・林専道
の整備等

林業専用道開
設工事

31,614,000 10,300,000 21,314,000
林業専用道（規格相
当）開設工事　大島日
陰沢線

延長
 L＝287.8ｍ

森林整備の促進に繋がる林道の
開設を行いました。

⑥ 林道・林専道
の整備等

林道路面整備
工事

35,328,700 35,308,000 20,700
既存林道の路面整備、
舗装補修を含む維持管
理工事

林道改良:2箇
所、林道舗

装:1箇所、林
道路面整備:14
箇所、林道舗
装補修:7個
所、林道維
持:9箇所

森林整備の促進に繋がる林道の
維持・改修を行いました。

⑦ その他（森林
整備）

未利用材（林
地残材）搬出
支援事業補助
金

5,765,000 5,765,000 0
全幹搬出に対する運搬
費の支援

未利用材
（林地残
材）搬出
V=4,078㎥

未利用材の搬出補助により林地
残材の削減を図ることで、林内
環境の改善や、搬出した木材を
余すことなく利用することがで
きました。

（１）小計 108,619,344 0 87,258,330 21,361,014

令和７年度　飯田市森林経営制度及び森林環境譲与税活用事業実施状況

１　森林経営管理制度　市町村実施方針
　　別紙のとおりです。　（　飯田市森林経営管理制度実施方針　）

２　森林環境譲与税導入の効果
　・意向調査の基礎資料とするため、林地台帳データなどを基に地番図の整理、作成を行いました。
　・意向調査等を進めました。
　・個人所有林において架線集材による搬出間伐の実証調査を行い、調査結果に基づいた架線集材の支援制度を確立しました。
　・森林に新たな価値を生み出すため、Ｊ－クレジット制度に基づくプロジェクト登録を行いました。
　・未利用材（林地残材）の搬出に対する支援を行い、林地残材の削減と未利用材の木質バイオマス燃料等への活用を促進しました。
　・自己所有の森林の管理や、森林整備を担う人材の育成を図りました。

３　森林環境譲与税を活用した事業一覧

事業効果事業区分 事業名

事業総額（千円）
事業内容 実績
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（２）その他事業

うち当該年度の森林環境譲
与税（千円）

うち基金取崩額（千
円）

うち他の財源（千
円）

⑨ 林業就業者の
育成

自伐型林業人
材育成事業

565,400 565,000 400
チェンソー等の林業機
械の安全な使用のため
の講習を行う

２講座
受講者
13名

伐採機械の安全な使用法や伐木
技術を学んでもらいました。

⑩ 専門員の雇用
森林経営管理
事業補助職員
雇用

3,210,875 3,210,000 875
森林経営管理担当職員
人件費

1名雇用
森林経営管理事業関係事務の円
滑な遂行を図りました。

⑫ その他（人材
育成等）

森林に関する
市民講座

891,000 891,000 0

「いいだ親林学校」事
業運営
森林・林業に関する学
習、体験講座等

５講座
受講者数
延べ46人

市民を対象に林業に親しむため
の講座を開催し、森林・林業へ
の関心を高めてもらうことがで
きました。

⑫ その他（人材
育成等）

木育講座運営
業務委託

198,000 198,000 0 木育講座運営業務委託
４回実施
受講者数

38人

木と親しむ講座を開催し、木に
触れて木を身近な存在に感じて
もらうための講座を実施しまし
た。

⑬ 木造公共建築
物の整備等

公共施設等市
産材活用促進
事業

1,300,090 1,300,000 90
公共施設及び公的施設
整備の際に使用する市
産材等を支給

施設数
8施設
支給量
4.36㎥

木製バリ
ケード
74基

公共施設や公的施設等の改修や
整備にあたり、飯田市産材を支
給しました。
飯田市産材で作成した木製バリ
ケードを市有施設等で活用しま
した。

⑮ 森林・林業・
木材普及活動等

ライフイベン
ト記念事業

1,111,000 1,111,000 0

結婚時や乳幼児健診の
際に地域産材で製作し
た記念品を送ること
で、木製品の活用に関
心を持ってもらう

配布数
・婚姻等記
念品　87個
・木製ス

プーン　515
個

結婚時や乳幼児健診の際に地域
産材で製作した記念品を送るこ
とで、木製品の活用に関心を
持ってもらうことができまし
た。

⑮ 森林・林業・
木材普及活動等

飯田市産材等
利用促進事業

7,192,526 7,192,000 526
個人住宅及び民間建築
物の木質化への補助

補助実績
住宅
25棟

V=216.7㎥
民間建築物

1棟
V=11.2㎥

個人住宅や民間建築物の新築ま
たはリフォームに際し、飯田市
産材を使用した木質化に対して
補助を行いました。

⑮ 森林・林業・
木材普及活動等

J-クレジット
創出可能性調
査

8,700,670 8,700,670 0

J-クレジットプロジェ
クトの登録に向けた調
査、プロジェクト登録
申請等業務

プロジェク
ト登録面積
1,684.33ha

J－クレジットプロジェクト「星
空とクレーターと出会う南アル
プスの森」登録が認められまし
た。

⑰ 基金積立 基金へ積立 85,329,000 85,329,000
森林経営管理基金へ積
立

今後の森林経営管理事業のため
に令和７年度の森林環境譲与税
の全額を基金に積み立てまし
た。

（２）小計 108,498,561 85,329,000 23,167,670 1,891

合計
(1)＋(2)

217,117,905 85,329,000 110,426,000 21,362,905

⑪　新たな組織の設立

⑫　その他（人材育成・担い手の確保）

⑬　木造公共建築物等の整備・内装木質化

⑭　地域における木質バイオマス利用推進

⑮　森林・林業の意義や木材利用促進に関する普及活動等

⑯　その他（木材利用・普及啓発関係）

⑰　基金積立（森林整備等）

⑱　基金積立（人材育成等）

⑲　基金積立（木材利用等）

⑳　基金積立（執行残額等）

参考
（単位：千円）

令和７年度末残高

94,180
※　積立額には、森林環境譲与税（３－(2)－⑰）及び基金利子積立金を含みます。

 森林経営管理基金の執行状況

　森林経営管理基金は、今後実施を予定している森林経営管理制度に基づく森林整備や、木材利用促進事業、林業人材育成
事業等に活用して参ります。

令和６年度末残高

118,935
令和７年度取崩額

110,426
令和７年度積立額

85,671

事業効果

①　森林所有者の意向調査の準備作業（森林の現況把握、境界の確認・明確化等）

②　森林所有者の意向調査

③　私有林整備

④　公有林整備（財産区有林含む）

事業区分 事業名
事業総額（千円）

事業内容 実績

⑩　専門員の雇用

◎事業区分表

⑤　森林保護対策

⑥　林道・林業専用道の整備・維持修繕

⑦　その他（間伐等の森林整備）

⑧　担い手の確保に向けた取り組み

⑨　林業就業者の育成（労働安全対策や林業機械の導入含む）
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